
別紙１                                                           

○企業行動憲章により、従業員が働きがいある、安全で豊かな労働環境実現を宣言
○働きやすさの実現に向けて、ワーク・ライフ・バランスを推進、育児のための短時間勤務制度及び子の看護休暇制度は中学校就学の始期までを対象

○男性の育児休業取得率１２．９％
１　両立支援に関する基本方針 
◇　ＣＳＲの観点から、企業行動憲章により従業員が働きがいある、安全で豊かな労働環境実現を宣言、ワーク・ライフ・バランスを推進
· 次世代育成支援対策推進法に基づく認定マーク（くるみん）を平成２２年度に取得
２　育児休業制度

◇ 制　　度　　子が満２歳まで取得可
◇ 利用状況（過去３年度）　
女性の育児休業取得率は平成２３年度８６％、平成２２年度１００％、平成２１年度８９％であり、期間雇用者も取得
男性については、平成２１年度１名、平成２２年度２名取得　
平成２３年度の男性育児休業取得者４名、取得率は１２．９％を達成
３　介護休業制度

◇ 制　　度　　対象家族１人につき通算１年まで取得可
◇ 利用状況（過去３年度）　　平成２２年度に女性１名が取得
４　所定労働時間の短縮措置等
◇ 育児のための制度　

短時間勤務制度 (子が中学校就学の始期に達するまで利用可)
◇ 介護のための制度　

短時間勤務制度(介護休業と合わせて通算１年まで利用可)
５  その他の制度　

◇ 人事考課において、休業期間は評価外とし、評価に影響させない取り扱いであること及び昇格のための評価については、業績よりも能力・行動を重視する配分としていることから、休業から復帰後の行動で昇進・昇格の差を取り戻すことが可能
◇ 子の看護休暇制度は、法定の日数に加え、中学校就学の始期までの子がいる場合に５日付与

◇ 育児のための所定外・深夜業及び時間外労働の制限制度は、子が中学校就学の始期まで利用可
◇ 介護のための所定外労働制限制度を設け、介護をしなくなった日まで利用可
◇ 積立年休制度(40日間を限度とする失効年次有給休暇積立制度)を育児・看護・介護のために利用可

◇ 育児や介護等の事由により退職する者の再雇用制度を措置
６　社内環境整備
◇ ノー残業デー設定の取組により、平成２２年の法定時間外労働は平均４８．５時間を達成、時間外労働が減少
◇　計画取得を促す取組により、平成２２年の年次有給休暇取得率は平均５０．３％を達成、年次有給休取得率が向上
◇ 育休や介休取得者に対しては、モバイルＰＣ及びデータ通信カードを貸与し、休業中自宅からイントラにアクセスし、情報が入手できるよう環境を整備

◇ 管理職に対し、両立支援制度の内容、適正な運用について理解を深めるための研修を実施
◇ 従業員に対し、育児や介護に関する制度を正しく理解し、積極的に活用してもらえるよう、制度について分かりやすく解説した「育児・介護休業ガイドブック」を作成し、イントラに掲出、常時必要な情報が入手できるよう環境を整備
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